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10 ⽉ 2 ⽇返答⽂書「座間市協会宛て回答案_5.docx」に対しての意⾒ならびに⾒解のご連絡 

 
座間市ゴルフ協会より、2025 年 9 ⽉ 19 ⽇にお送りした「神奈川県ゴルフ協会 8 ⽉ 28 ⽇決議に

ついての意⾒ならびに⾒解.pdf」に対して、2025 年 10 ⽉ 2 ⽇に「座間市協会宛て回答案_5.docx」
（以下、返答⽂書）に記載された返答をいただきました。ご返答ありがとうございます。 

しかしながら、内容についてはかなりの⾒解の相違が残った状態となっております。 
今回、本⽂書により再度、当協会の意⾒ならびに⾒解をご連絡いたします。 
 
まず、明確にさせておきたいところは、神奈川県ゴルフ協会（以下、県協会）と座間市ゴルフ協

会（以下、当協会）についての位置づけとなります。 
県協会と当協会は、法⼈格を持たない任意団体であり、関連性として、県協会の団体会員として

当協会は加盟し、年会費を⽀払、当協会からは理事を派遣しております。 
当協会からは年会費の⽀払いと理事の派遣により県協会の運営に対して意⾒をする⽴場にはあり

ますが、それぞれの協会の運営は独⽴したものとなっており、独⾃の別団体であり、当協会から⾒
た県協会は第三者であると考えます。 

 
１．当協会の県協会への団体加盟時の同意について 

当協会は県協会に加盟しているという現在の状況、ならびに当協会から県協会に対して年会
費の⽀払いをしているという認識はしております。 
団体加盟時の経緯・状況・同意内容について当協会内で確認しようとしてましたが、加盟時
の事情を知る⽅は、すべて⻤籍に⼊られており、確認することが出来ませんでした。 
返答⽂書には、下記が記載されております。 

「本会規約において、市町協会は所属会員の個⼈情報を神奈川に提出することが定め
られており、加盟時にこれに同意いただいております。 
したがって、会員情報の提出は神奈川県ゴルフ協会と市町協会の間の守るべき基本的
な契約、ないし約束事と認識しております。」 

まずは、上記確認のために加盟時に何らかの契約ないし約束事をどの様に⾏ったのか、具体
的に加盟時の規約や加盟の⽂書、加盟時のやり取りを記載した議事録などを確認させていた
だきたいと思います。上記経緯を確認できる資料をご提⽰ください。 
 

２．規約について 



団体にしろ、個⼈にしろ、県協会に加盟をしようとする場合は、⼀種の契約にあたると⾔え
ます。通常何らかの契約を⾏う際は、その基準となる事項を記載した契約書のようなものを
双⽅にて確認する必要があると考えます。 
当協会においては、それが規約の提⽰であり、個⼈情報の取扱を定めたプライバシーポリシ
ーの提⽰を⾏ったうえで会費を⽀払っていただき、会員となります。 
基本的に県協会についても同じ⼿順を踏むべきであると考えております。 
返答⽂書にて「本会規約において・・・・基本的な契約、ないし約束事と認識しております。」
とあるとおり、規約について双⽅で契約時を含め、いつでも確認できる必要があると考えて
おります。 
現在、団体会員の加盟は発⽣しないと思われますが、個⼈会員については毎年何⼈かは加⼊
しているのではないでしょうか？その際に規約並びにプライバシーポリシーのようなものを
提⽰して契約を⾏うことを、実⾏されているのではないかと思います。 
もし、これが実⾏されていないとしたら、提⽰していない契約内容にて契約の相⼿に義務を
課しているということになります。 
県協会の規約並びにプライバシーポリシーについては、どの様に確認できるのか、現段階で
は不明です。確認⽅法についてお知らせください。 
幸い、当協会では、私が 2018 年に県協会理事として活動していた頃に、県協会規約のあり、
かについて県協会事務局に問い合わせを⾏ったところ、「⼀般には公開していない。会員には
個別に提⽰可能。」という回答から、2016 年 11 ⽉改定版の県協会規約を⼊⼿しております。 
私⾃⾝も、今現在の規約内容については閲覧が出来ないことから現段階では確認不可能です。 
 
2016年 11 ⽉版規約には、第５条（加盟団体の資格）、第６条（個⼈会員の資格）、第７条（加
盟・登録）の項がありますが、この中に加盟団体の会員個⼈についてその個⼈情報を提出し
なければならないと読み取れるところはありません。 
⼈により、この解釈が異なっている可能性はありますので、もしこの点に疑義があるとした
ら解釈について公的な判断を仰ぐ必要があると考えます。 
加えて、現在までの運⽤・慣習の中で、当協会の会員個⼈の情報を県競技会等に出場する者
を除いて提出した事実は、確認できる範囲ではありません。 
この点についても、加盟当初の状況などは確認できないため、何か確認できるものがあれば、
ご提⽰ください。 
 
当協会としては、上記認識の上で、「本会規約において・・・・基本的な契約、ないし約束事
と認識しております。」と記載されている内容について、全く同意できないと考えます。 
 

３．現在の個⼈情報取扱の実態について 
現在の個⼈情報取扱の実態については、概ね以下の通りと考えます。 



（1） 神奈川アマ出場者 
個⼈で神奈川アマに出場すべく申込みを⾏う者は下記の経路で個⼈情報が取り扱わ
れます。 
 ・申込者→県協会→当協会（在籍確認） 
地域⼤会優秀成績者に対して翌年神奈川アマシード推薦を⾏う者 
 ・当協会（申込者に県協会への情報提出を確認）→県協会 
 
※神奈川アマ出場者は、当協会会員のおよそ 15%程度となっています。 
 

（2） 市町村対抗出場者 
市町村対抗出場者は、地域協会の代表者として市町村対抗出場のために住所・⽒名を
登録します。 
 ・当協会（申込者に県協会への情報提出を確認）→県協会 
 

（3） 県協会研修会参加者 
本⼈の希望により、県協会研修会参加のため、住所・⽒名を登録します。 
 ・当協会（申込者に県協会への情報提出を確認）→県協会 
 

上記以外での個⼈情報のやり取りはありません。(1)のケースでも、申込者が県協会に申込み
を⾏う時点で、個⼈情報の取扱について確認されていれば、直接本⼈の同意を得ていると解
釈できると思いますし、(2),(3)のケースでは、当協会から直接本⼈に同意を得ています。 
故に、個⼈情報の使⽤⽬的について、本⼈に確認を取っていることになると考えられます。 
現状のプロセスについては、問題がないと考えております。 
 

４．共同利⽤、ならびに本⼈同意の必要性について 
現在県協会から提案されている「本⼈の同意を必要としない共同利⽤」について、問題点を
整理します。 
返答⽂書でも引⽤されている個⼈情報保護委員会の「個⼈情報の保護に関する法律について
のガイドライン（通則編）」には、個⼈情報取扱事業者の守るべきことも定められています。 
同⽂書には 

「法第 21 条（第 1 項） 
1 個⼈情報取扱事業者は、個⼈情報を取得した場合は、あらかじめその利⽤⽬的を公表
している場合を除き、速やかに、その利⽤⽬的を、 本⼈に通知し、⼜は公表しなけれ
ばならない。」 

と記載されており、また、以下のようにも記載されています。 
「法第 18 条（第 1 項） 



1 個⼈情報取扱事業者は、あらかじめ本⼈の同意を得ないで、前条の規定により特定さ
れた利⽤⽬的の達成に必要な範囲を超えて、個⼈情報を取り扱ってはならない。」 

上記内容を理解すれば、個⼈情報取扱事業は本⼈の同意無しには、利⽤⽬的以外の利⽤を⾏
うことが出来ないと考えます。 
個⼈情報の共同利⽤は情報取得時の利⽤⽬的の範囲内でのみ可能であり、今回のケースでは
当協会における情報取得時の利⽤⽬的と異なるため、共同利⽤は出来ません。 
 
また、同⽂書にはその利⽤⽬的について 

「法第 17 条（第 1 項） 
1 個⼈情報取扱事業者は、個⼈情報を取り扱うに当たっては、その利⽤の⽬的（以下 
「利⽤⽬的」という。）をできる限り特定しなければならない。」 

と記載されており、利⽤⽬的の具体的ではない事例として以下が記載されています。 
「【具体的に利⽤⽬的を特定していない事例】 
事例 1）「事業活動に⽤いるため」 
事例 2）「マーケティング活動に⽤いるため」」 

 
返答⽂書には、利⽤⽬的として下記が記載されています。 

「現状での神奈川での利⽤⽬的の背景は「⽣涯スポーツの推進役として『⽣涯スポーツ
としてのゴルフの普及』『競技スポーツとしてのゴルフの確⽴』『ジュニアゴルファーの
養成』の 3 点を柱に、普及振興事業に邁進しております｡」など、神奈川県ゴルフ協会
が⽬指すゴルフ振興を⽬的として、競技運営やその案内、通知、問い合わせ対応などに
利⽤します。」 

上記は、県協会の事業⽬的であり、個⼈情報の利⽤⽬的ではありません。個⼈情報の利⽤⽬
的は、県協会⽂書等のどこにも記載されていないと考えます。 
 
当協会のプライバシーポリシーについても、返答⽂書では⾔及されていますが、内容につい
てどの様に捉えているのかについては、発信している団体の意図がどの様に考えられている
かによるものであり、第三者からその内容を演繹的に解釈されるものではありません。 
県協会への個⼈情報の提供がお客様へのサービス提供にあたるとも考えておりません。 
おっしゃられるとおり、若⼲曖昧な部分が残っていますので、この部分についてはさらに厳
格化すべく、近々変更ないし削除いたします。 
プライバシーポリシー変更のために、その内容報告を会員全員に周知します。そのきっかけ
となっている今回のやり取りについても、理由として公開する必要があると考えております
ので、まずは会員全員に対して説明を⾏い修正することといたします。 
 

５．第三者への情報提供について 



本⼈同意について、現在は当協会への加⼊時に当協会の規約・プライバシーポリシーの提⽰
を⾏っているのみで、その中に県協会への情報開⽰などは⼀切含まれておりません。 
プライバシーポリシーの中で、第三者への情報提供について規定しています。 

「個⼈情報の第三者への提供について 
当団体では、お客様より取得した個⼈情報を第三者に開⽰または提供することはあり
ません。 ただし、次の場合は除きます。 
・ご本⼈の同意がある場合 
・警察からの要請など、官公署からの要請の場合 
・法律の適⽤を受ける場合」 

 
上記述べた内容から、当協会会員の個⼈情報を第三者である県協会へ提供することは、当協
会⼊会時に提⽰した約束を違えることに相当し、重⼤な契約違反であると考えます。 
 

６．法的理解が不⼗分なまま現在の不安定な運⽤に固執しているとの指摘 
当協会の基本的な姿勢や解釈については、本⽂書にて述べておりますが、「法的理解が不⼗分
なまま」、「不安定な運⽤に固執している」と指摘されている内容は、何を指しているのか理
解が出来ません。 
当協会では、正しい⽅理解の元、個⼈情報の取扱を⾏っているとの認識です。 
どの点がそのような指摘になるのか、ご教⽰いただけますでしょうか。 
 
もし、上記内容が県協会内部の運⽤を指しているのでしたら、それは県協会⾃⾝が内部で検
討・対応される問題と思います。 
 
現在⾏われている運⽤については、上記「３．現在の個⼈情報取扱の実態について」で述べ
たとおり、確認作業含めリーズナブルに⾏われていると思われます。 
 

７．リスクの⼤⼩について 
個⼈情報については、「不要な情報は収集しない。」「不要になった情報は速やかに削除する。」
が昨今のリスク回避策として必要なこととされています。 
現在の管理⽅法を⾒直すことももちろんですが、不要な情報を持つリスクのほうが⼤きいと
考えます。 
何のために情報を使うのか？について、⾒直すとともに、第三者を巻き込んでリスクを拡⼤
するような⾏動は極⼒避けるべきと考えます。 
リスクは外部からのサイバー攻撃はもとより、内部の者による流出などは起こり得る脅威で
あり、絶対に防⽌できるというものではありません。 
情報を持たなければ、その分のリスクは発⽣しようがなく、安全性は絶対的に⾼まると考え



ます。 
 

８．個々の地域協会の運営について 
返答⽂書の中には、「規模的に事務局を維持するのが困難になりつつあるところもある」と⾔
及されていますが、これは運営の問題であって、個⼈情報のやり取りに関する問題ではあり
ません。運営には、いろいろな要素があり、Webサイト構築などのシステム⾯・それを運⽤
するスキルや、会員との情報伝達や事務局の運営⽅針など⼈的問題など様々な問題を含みま
す。このことを個⼈情報の問題と⼀緒に取り扱うべきではなく、きっちりと分けた状態でそ
れぞれに対応する必要があると思います。 
地域協会にいろいろな問題あるとするならば、その解決⼿法などを求めに応じてアドバイス
するなどが、県協会の⾏うべき⾏動ではないでしょうか。 
今回の様に、いたずらにリスクを⼤きくするような事項を事務局維持に協⼒するかの様に、
まったく問題の無いかの如く説明し第三者である地域協会を巻き込んでいくことは⼤きな問
題であると考えます。 
 

９．ゴルフの普及を⽬的とした案内について 
今までも、県協会からの案内などについて、当協会でも受け取り、会員に周知などしてきま
した。 
しかしながらその⼿法は、紙媒体で送られてきた案内・ポスターなどを当協会でスキャンし、
会員に対してのみ閲覧可能な状態として周知しているというものです。 
⾮常に⼿間がかかり、煩雑なものであり多ページの資料などは現実に周知が難しい状況にあ
ります。 
これを最初から Web 閲覧できる状態で県協会から提供していただければ、その Web サイト
情報を当協会で会員に配布するだけでより多くの情報をより多くの⼈に⾏き渡せることがで
きると考えます。 
もし、こういったシステムを持っていない地域協会がいるとしたら、システムの構築をアド
バイスし意識改⾰を呼びかけることこそ重要な⾏動ではないでしょうか？ 
またシステム構築や運⽤が地域協会で出来ないとしたら、その請負などを含めビジネスベー
スで物事を進めるべきと考えます。 
 

１０． ゴルフ競技⼈⼝の減少について 
返答⽂書では、競技⼈⼝の減少、参加者離脱の防⽌について、神奈川アマに参加したことの
ない⼈に案内を届けられていないこと、会員照合フローがわかりにくいことを理由として挙
げておりますが、本当にそうでしょうか？ 
今回、県協会が⾏おうとしているWeb申込みは書⾯でしか受付を⾏っていなかった従来の⽅
法に⽐べれば、申し込み⼿続き⾃体は簡素なものとなり、その⼊⼒された情報は、事務作業



を削減するのに有効であろうと考えます。 
会員照合フローは、シンプルでどこがわかりにくいと⾔及しているのか理解が出来ません。 
今回の⼀連の⾏動が、県協会の事務作業軽減を⽬的としたものであれば、Web申込みシステ
ムを採⽤するだけで⼗分ではないでしょうか？ 
広くアナウンスを⾏いたければ、Webサイトで情報を検索しやすくし、その内容を地域協会
へ連絡するだけで良いと思います。 
 
私⾒ではありますが、神奈川アマへの参加者減少は、むしろ別なところに問題あると考えま
す。 
第⼀に参加費が⾼額なこと、⽬的の会場での予選に定員の関係から参加できないこと、⾃⾝
のゴルフスタイルと合わないことが挙げられます。 
現在、どのゴルフ場でも以前に⽐べて盛況となっており、事実当協会で開催する競技会でも
予約が取れにくくなったり、盛況によるプレー費の値上げなどがあります。 
ゴルフ⼈⼝⾃⾝は増えていると思われるのに、競技参加者が減少している現実は、従来とは
異なった対応や施策を⾏う必要があるということではないでしょうか？ 
誤解を恐れずに私⾒を申し上げるなら、夢を求めてリスクを増やしてまで中央集約的に何か
を⾏おうとしても、結果何の⽬的も達成できないことになるのではないでしょうか。 
もっと⾜元をみた、ゴルフ初⼼者にも⼿の届く施策を地域協会と協⼒して実施することこそ、
ゴルフ競技の普及になると私は考えております。 
 
当協会は、県央地区に属しており、県央地区の地域協会でも運営などについてかなりの違い
があることは存じております。 
他の地域協会に対して、当協会から何かを強制するようなことはしませんが、当協会が率先
して新たな⼿法を作り、それを⾒せることで少しでも他の地域協会の参考になればと願って
おります。 
 

１１． 今回のやり取りについて 
返答⽂書の中には、規約を守ることも法令遵守であると断じておられますが、その規約⾃⾝
をほとんどの⼈が⾒ることもなく、確認することも出来ない中で、なぜそういう⾔い⽅をさ
れるのか違和感を感じます。 
本件は、地域協会に属している会員、個⼈会員など広く関連する問題と考えております。 
このやり取りについて、オープン協議とし、広く⼀般に⾒える形で公開しながら進めていく
べきと考えます。 
是⾮、広く⼀般公開することに同意をいただきたいと思います。 
 
 



まとめ 
上記説明したとおり、現段階で県協会の返答⽂書に対して同意することは出来ません。 
当協会として、また私個⼈としてもゴルフの発展を望んでおり、良い形で県協会・それぞれの地
域協会が発展していくことを願っており、そのための協⼒はさせていただく所存です。 

しかしながら、その⼿法については時代に合った新しい⼿法と運営を取り⼊れていく必要性を感
じており、⾃らが変わることが必要ではないかと思います。 

時代に合わないのであれば、まずは⾃ら変わることが重要であろうと考えます。 
当協会においても、最終的にゴルフの発展を望んでおり、そのために協⼒を惜しむつもりはあり

ません。しかしながら、ゴルフの発展とは無関係と思われる事項で義務を果たせとの要求などにつ
いては受け⼊れるつもりはありません。 

県協会へ理事を派遣している当協会としても、県協会にて今回のような内容で物事を進めていか
れるのであれば、理事会含め公の場で意義を唱えることこそ当協会のやるべきことであろうと考え
ます。 
 
本件についての問い合わせ先： 
座間市ゴルフ協会 理事⻑ 望⽉和雄 info@zama-golf.com / 090-1462-7070 
なお、多忙につき電話には出られないこともあります。その際は会話できる時間帯を事前にメール
などで双⽅で合意した後に、電話をいただければ幸いです。 
 
 

2025 年 10 ⽉ 12 ⽇ 
座間市ゴルフ協会 
理事⻑ 望⽉和雄 
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